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パネル調査とは 

１．夫の年収が２年続けて低下した世帯が増加 ―― 年齢の高い層ほど顕著 

２．家族のリスクへの対処は、人に頼らず預貯金頼み 

３．育児休業制度は、恵まれた女性のためのもの？ 

 

 

 

【お問い合わせ】 

財団法人 家計経済研究所 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 1-3-13 菱進平河町ビル 6階 

電話 ０３－３２２１－７２９１ FAX ０３－３２２１－７２５５ 

URL http://www.kakeiken.or.jp/ 

専務理事 池 田  実 

研究員  久木元 真吾（kukimoto@kakeiken.or.jp） 

研究員  村上 あかね（murakami@kakeiken.or.jp） 


